
VII 運賃収入帰属及び線路使用料の設定'について

1.現状� 

① 線路使用料の取り決めについて� 

成田新高速鉄道の開通により、 一般特急への乗り 換え需要の発生で、� jヒ総鉄道社の� 

の運賃収入(北総線区間内及び� 1:軍賃収入が減収することになる。そこで、京成五鉄十j

と点成線区間との問の京成屯鉄社の一般特急に配分される運賃収入)が、j!日北総線区

:，「資本貨相当分に基づく線路使用料」を� k回った場合には、京成'江鉄ネlフ0'その差額を

「資本費相当分に基づく線路使用料」に上乗ーせして北総鉄道社に支払う胃、京成電鉄

社と北総鉄j亘社とで取り決めを行っている《� 

η でしまろ院~ト路糾l JE 主f.)，tt 、か~-)、 HI 吋の料開 r.g川ド| を 1 1日受 1...1にし、どいη た 、 この

独立した前三官イえたIlijU)JI II; 主た、� L~ 1 11J初|としてi))経前令.EH'がなく、 . 

② 

十l:h:，vI'lii:lごおいて r

側而として指摘せざるを得三

北総鉄道主.l:の線路使用料収受の実績は、以下の金額となっている� c 

、円A:資本費相当額:� 12.1 {章

B:北総線|正問における京成の運白収入額� 17.8億円について、� -It総線区間における

北総一楯事業区間の人キロ割合を勘案した収入� 14.5億円見合いの加算額� : 14.5 

佑:円� -12.1イ意円� =2.4億円� 

C:線路使用料 八 牛� Bニ� 14.5佑円
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|京成電鉄に確認した上での表現なのか。 

2. 妥当性についての検証� 

① 	 京成電鉄による線路使用料解釈

京成電鉄社における、線路使用料i外、て岬釈は以ドのとおりである� 

O京成電鉄祉の解釈

線路使用料は、運行主体の第A穐鉄l1i事業者が使用する施設保有m業者戸)鉄道施設

に係る建設費等の資本費相当今〉に某寸き算出することを原則としているハ

識を行し、l 、個別の線路使用料につい匂て合意したcs，1i])]11にli;fJoAをfJい|

こうした経緯から、今Iり|原価として計上した線路使間料については、応分の負但と

なってし、るとされているc

その司� lで、北総鉄道怖に対する線路使川料につし、ては、京成電鉄(聞は第� 2極鉄道事

業者として北総線|ま聞を通行することから、列車運行に必要な鉄道施設に係る資本費

問当分に基づく線路使用料を支払うことを原則とすることでLfhをしており、応分の負

担をすることとなるのなお、北総鉄道(附は自社の施設を{吏用して鉄道事業を営む第� 1

種鉄道卒業者であることから、� J十〔成喧鉄(柑が同[正tlfJを逆行することによって、収支に

影響を与えないようにする必裂がある。

そのため、京成電鉄側が計上する、現行の北総タIJilIから当社の運行二する一般特急'371J

車に乗り持わる収入が資本費相当分に基づく線路使用料を上回った場合、その差額を

上乗せして北総鉄道社に支払うこととなっている門従って、収入がそれぞれ哨加した

場合には、北総鉄道社への支払額がi哲加寸ることとなる c

また、千葉ニュータウン鉄道(聞との関係は、北総鉄道(附と主く同様の考え万、計算

};法で、同社の収支に影響を与えないように線路使用料を支払うこととなっているぐ

即ち、北総鉄道桝は、京成電鉄(株)の計ヒ収入を除いた千葉ニュータウン鉄道の営業

|正問の運輸収入相当分を線路使用料として支払うこととなっているに

よって、京成電鉄体制が支払う分と北総鉄道(時が支払う分の総傾が、概ね従前より北

総鉄道社が一千葉ニュータウン鉄道(怖に対して支払ってきた線路使用料となる c 

0北対協、千葉県の 「補助金の効果等を検証するための再確認事項について� に対す4

る北総鉄道社からの|可答より

(確認事項)

北総鉄道引:からの線路使用料の箪定方法について、他の鉄道事業者'との相違点につい� 

V ア'、、

(回答)



一般的にはニ三種側が負担した施設 ・設備の建設コストの同収という考え方から資本費

相当額とされているが、本件については、北総鉄道社の鉄道運送事業と後発の京成電� 

の煩失を生ぜしめぬよう1]鉄の鉄道運送事業が競合するため、当社の権益を擁護し不調

競合に関わる運賃収入を配分することとし、その結果、 「資本費相当額j く 「京成の

収益配分額j となるときは、[資本費相当額j との差額を加算した額を 「線路使用料」

として収受c

') 
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されているが、今{枝、� ;;(1&';江鉄F[:がJMt跳;色仕の線路脅1'.1.011してスカイヲイ十一(手� 

22 ~!: iJ i 1IIltl 1(11 11 jl.U)を始めアグセス叶2.を合廿� 105本/11(j)j!ltl吋っUfさせる� 
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会?判社1:1川11川ljυ
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③ 鉄道官業における運賃収入帰属及び線路使用料の収受の考え方(他社事例)

北総鉄道tI:の収受する線路使用料の妥当性については、他社路線で、の考えjゴを参考

として検;111ーすることも有用であると考えられるため、以下、 一般的な線路使用料の収

交についての他社事例を特理のJ二、検討することとする。ただし、「線路使用料は、そ

の考え)jと実際が、倒、事例ごとに異なり、千斧万別、多随多様'て、ある。線路使用料

の設定に理論的にも実務的に もベストな方法があるわけではないc し寸=れにも� 長 一4

同あり、その評価は難しい。 公正な競争条件の確保、資源配分の~:!J半性といった某準

から判断するにしても、それはあくまでもウェイト付けされた相対的な評価に過ぎな

いじ元来、線路使用料は当事者のコンセンサスで決定されるべきもので、設定そのも

のに共通のルールや原則があるわけではないJ8ことから、本件の妥当性の判断につい

ても個別判断するしかないということに留意は必要であるc 

(A)相互乗り入れ方式

線路を保有している会社が運行に責任を持ち、運賃もその会祉の収入帰属となる� )i

式であるc この場合、乗継ぎ駅で、乗務員も切替えし、運行作業及び京任を線路保有

会社が全てもつため、収入帰属については、線路保有会社:となるc

この方式では、相瓦に市|山iを貸し借りする立場となり、中目立jこ、自社保布線路の� L

を他社の車両を借りて白社で運行するため、川社とも第 干ff(鉄道事業在となるz 

(B)アボイダブルコスト方式(例� :JR貨物)

い本貨物鉄道株式会社(以下� fJ H，貨物j というじ)は、そのi亙行路線の大部分を他

社所有の線路を借りて運行しているため、第 2種鉄道事業者としての位置づけとされ

ている。� J R貨物は、国鉄分割民営化に伴って、分社化された� J Rグルーフの� 1社で

付 期1雅通 鉄道のよ下分離と線路使用料 高崎経済大学論集第 47 寺第ナ 200445 貰 ~57 iヨ



あり、その運行路線の大半は、グループ会社である� JR旅客会社が所有する線路とな

っている ο

アボイダブマルコスト方式とは、� J R 貨物が� JR脈客会社の路線を走行して貨物輸送

を行う場介に、貨物列車が走行しなければ回避できる経費 (レールの摩耗に伴う交換

費用等)のみを� JR 貨物が負相寸ることとするルールで、岡鉄改革以米、� JI(郎容各

社と� JR貨物の間で適用されている方式である‘ これは、国鉄分害IJ民営化の際に、，JR

貨物の経常基盤が脆弱であることが予想されたため、国策として、その経営を支援す

るために線路使用料が低く抑えられるように定められた方式であり、鉄道業界ではホ

ビュラーな方式ではあるが、 ー方で、その方式が採用された背呆から独立企業問での

競争原理に基づし、た方式とはいえなし、一・面もある乙

その後、� 部地方路線が，JRから経営分離されることになり、この区間を走行していA

た貨物列車は在来線事業者線路を主行することになった際には、並行在来線事業者か

らは、アボイダブマルコスト方式をやめて、同定rt部分を力LI味した線路使用料を支払う

部分を加味しなし、アボイ夕、、ブ、、ルコスト方式?をように要求されていることからも、固定

(土、独立企業問での競争原理に基づいた方式ではないといえるじ� 

(C)将来収益均等分割支払方式(例.整備新幹線)

整備新幹線については、建訟 を行った日本鉄道建設公団およびその後身の鉄道建

設・運輸施設整備支度機構が施設を所イ了しているに� J 運行する� JR各社は鉄道建設・ 運輸

施設整備支援機構に対して 「貸付:j'4Jの名目で線路使用料を支払っており、この貸付

料は新幹線が整備されたことによる，JRの受益を限度として設定されることになって

いる c 具体的には以下の計算となっている� ι

(1新幹線が開業した場合の� 30年間の収益の合計値� J-r新幹線を建設しなかった場

合の� 30年間の収益の台計値� J)-:--30年� 

(D)営業キロ比例配分方式(例:神戸高速鉄道)� 

1969年に開業した神戸高速鉄道株式会社(以下 「神戸高速鉄道」というど)は、線路

を使用する� 4電鉄(阪神、阪乏に山|場、神戸)の運賃を、 ゐ吐、� 4電鉄lこ帰ー属させた

後、それぞれの運賃収入から乗り入れに伴う経費十� FI'J¥額を線路使用料及び業務委託料

として控除している(結果的に� 4電鉄の収支は変わらない)， なお 4電鉄が神戸高速鉄

道に支払う線路使用料の配分額は滋業キロに比例させ、神戸電鉄が� 5.260A、他の� 3電

鉄は� 31.58%となっている り� 

⑦ 本件へのあてはめと妥当性の検討� 

9 ぬl雅j邑鉄道の上下分離と線路使用料 尚崎経済大学論集 ;<<~ 47巻 第� l号� 200453頁



線路使用料問題には、以下の� 2点がどうあるべきかを整理する必要があるc

-北総線医問の運賃収入の帰属は、どうあるべきか 

.，� 所有の路線を使用する京成電鉄の線路使用料はどうあるべきか1:ヒ総鉄道下1

まず、鉄道事業における線路使用料の取り� jためについては、以下のような特性があ

ることを理解しておく必要があるじ

-市場競争環境がほとんど存在しない

大一部分の路線で、 臼 家用 f~1 動車やパス・タクシーなど代替的輸送機関との競争だ

けがあるにとどまり、第� 1 f長と第� 3 fffiは、設備!面で祉~ rLjE!'jな立場にあり、主た、そ

れらと第� 2種事業者との続争関係も実質的にはほとんど存在しないため、全� i意性が

介在しやすいF

-取引ルールが法的に明確に現定されていない

第� 1種事業者や第� 3極ょ作業者がす;1種・第� 2種に線路設備を貸す、あるいは譲渡

するなどの取引に閲しては、鉄道事業法� 15条で、 国士交通大|垣の認可を受けなけれ

ばならなし、とされているが、その認可条件は、 「凶土交通大r:~は、前二項に規定する

使用条件又は譲渡条{'j:が、鉄道事業の適正な運営の惟保に支障を及ぼすおそれがあ

肉

容

確

認

の 

'-

と

(r( モれを同士� 

| 「特殊事情Jではなく事実では。� 
(A)運賃収入の帰属について 
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内容確認のこと� 

(B)アボイダブルコストの負担

成田新高速鉄道の開通以前と比べて、北総鉄道祉の収入は少しも唱えない。 替わっ

て、成旧新高速が走る分だけアボイダブルコスト({えに成田新高速鉄道が運行しなか

ったとした場合に旅客会社が線路の保守作業に必要だった経貨を計拐 し、それに比べ

て成田新高速鉄道が定行したことによって憎加寸る保守経費相 判傾)が発生するはず

である。 しかしながら、既に京成電鉄社カミらは 「資本費相ごう分に基づく線路使用料J

は支払われたことになっているカミら、このアボイダブルコストは、実質的に北総鉄道

社の負担となっている c 少なくもこのアボイダブ、ルコストは、線路使用料として、迫

力日的に京成電鉄社が負担するべきであると考えられるι

一一一一一一一ー|アノダーライン� l[dJJI 

(C) 資本費相当分に基づく線路使~ r休日Lサイ�  lご「寸i/")t干岩テ，レl.γ 側面的lこJを� 

川ψcJ-るという他rt:日線で(j:� ι i足となっているか凡でわろiw'ii:"，なし、作細みが!IH 拙，'，:

企主fHlにおいては‘ょのようなJill買収入が械少寸ろム� jな取り� iJ(.めにfγ巴ずることは、� 

I:irH。北総欽、.:11μると汀わざろを件に欠!1手前汗lJ1: I i l が組、!::企業であるなら ri，illWt 
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込めるので恥(，十れl:ff干.0:L，I，(いはずであろ しかしながむ、� lヒ総鉄iu WttJ;fflx.，[Ulj. fl 

の子会 rl'てふp 旬、対咋なん 1~1係での交山!ザJ1[\が働 Jとか勺 ιrí/í* 、二:'1/.' tうな内消!日J 

めがなされ?ト山と考えりれるi ~) ih~!"l，ニ不介聞な� 
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